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むすび

はじめに

マレーシアの対外直接投資が本格化したのは，

1990年代に入ってからである。 1993年に初めて

発行されたマレーシア通産省（Ministryof Inter-

national Trade and Industry: MITI)の年報は，

従来の流れと逆にマレーシアから海外に投じら

れる投資，つまり「逆投資」（reverseinvestment) 

に一節を割き，次のように論じている。

近年マレーシア企業の対外投資が増えて

いる。……生産費上昇．労働力市場逼迫，

国内資源枯渇，後発途k凶からの価格競争

などで，園内企業が経営戦略の再評価を追

られたからである。それゆえ，海外投資に

あたっては，少なくとも，販売市場と，競

争力ある価格での原料・部品供給とを確保

しなければならない（MJTI1993, 159, 160）。

対外投資は中央銀行（BankNegara Malaysia) 

の所管で，同行の月報，季幸誌が対外投資統計を

発表するようになったのも， 1993年末のことだ

った (1991年の数値が発表された。両誌の数値は

同一）。これは，対外投資の本格化がこの時期

だったことを物語っている。
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対外投資が緒についたのは1970年代後半のこ

とで，マレーシア政府系企業によるイギリス系

多国籍企業買収が発端だったほagayah1997, 2, 

3）。上記の通産省年報によれば， 1980年の対外

直接投資額は7180万リンギで，以後80年代は 1

億～3億リンギを推移していたが， 90年に5億

リンギを超え（表1(1）参照）， 92年には10億リン

ギを， 95年には60億リンギを越えた（表2）世1)。

1990年以降の驚異的な増大が見て取れる。この

結果， 1980年代までは外資流入lこ対してほとん

ど取るに足りなかったマレーシア企業の対外投

資がにわかに重要性を帯び始めたのである。

1990年代初頭からは「南南協力」も誼われる

ようになった。代表的な機関に，対南投資・貿

易・技術情報交換センター（SouthInvestment, 

Trade and Technology Data Exchange Centre: 

SITTDEC），マレーシア南南協会（MalaysiaSouth-

South Association: Massa），マレーシア南南企

業社（MalaysiaSouth-South Corporation Sdn. 

Bhd ..’ Masscorp）がある。 SITTDECは1990年

6月にクアラルンプールで聞かれた第1回途上

出15カ国（G15）首脳会議の合意に基づいて92

年1叫に設立され，事務局がクアラルンプール

iこ泣かれている（SITTDEじ1993,2）。理事長（ex-

ecutivc director）もマレーシア入山.fohd.Salleh 

Masduki）である。当初は10カ国50社で出発し，

1995年8月までに16カ国 700社の参加を得た

(Business Time品Aug.11, 1995）。
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(2) 在マレーシア株式会社（マレーシア資本過半）の村外投資 （単位： 100万1）ンギ）
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（出所） OJ MIT! (1993), p. 159. 
(2) Ragayah (1997）.原典は， Departmentof Statおtics,Report of Financial Suney of Limited Companies 
。ifMalaysia, various years. 

（注） 「関連企業」とは，支店，子会社，系列企業（affiliatedenterprises）を指す。

Massaは対南投資促進のために設立された

民間団体で，政府に近いマレ一人有力実業家ア

ズマン・ハシム（AzmanHashim.アラブ・マレ

ーシア社〔 Arab-MalaysianCorporation Bhd.〕

会長）が会長を務める。 Masscorpは対南投資

のための集団企業体（consortium）で， 1995年初

蝿現什：，国｜付有力企業46社が加入し，払込資

本金は2927Jjリンギ、だった（会長は曽永森（Dt.

Michael Chen Wing Sum〕クラン港湾局長）（淀2）。

この他，パプア・ニューギニアには， 1992年に

同国で活動するマレーシア企業500社によって

マレーシア経済活動協議会（MalaysiaBusiness 

Council Inc.会長 TimothyLim）が結成された

(Post Courier〔PortMoresby〕， Oct.22, 1992）。

1990年代前半に，対外投資を積極的に推進する

態勢が幣えられたのである。

外資流入とマレーシア資本流出に関しでは，

さまざまな統計があって必ずしも厳密な比較は

できない。以下，数例を掲げる。

(1) 表3は，中央銀行年報巻末統計によって，

対外投資（株式投資十不動産購入十融資供与）

と海外からの法人投資とを比較したもので

ある。

(2) 表2は，中央銀行季報・ }j報統計に基づ

く「株式投資J のみの比較，および，この

対外「株式投資」と大蔵省経済報告記載の

「製造業認可済み事業への外国投資」との

比較である。後者は製造業以外を含まない

し，認可済み事業が総て実施されるわけで

はなじしかも工業調理益法(IndustrialCoor-

dination Act）適用外の中小企業を合まない

から，数字は小さくなるはずだが，逆に前

者ω「株式投資」流入額より大きくなって

いる。これは後者が融資を含むためと思わ
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（出所） αtarter，かBulletin(Bank Negara Malaysia ［マレーシア中央銀行］）， vol. 9, no. 3, Dec目 1994/Monthly 
Statistical Bulletin (Bank Negara Malaysia), Nov. 1996, Dec. 1997. IC)は， Ministryof Finance, Malaysia, 
Economic ReJりort,1996/97, 1997 /9泊．

（注） ＊ベトナム（1995年加盤）とミャンマー（97年加盟）は加盟以前であっても算人した。
(1) 株式投資（equityinvestment）とは，海外で事業・合弁企業を設立・拡張した際の株式参加を指し，非
居住者のマレーシアにおける株式投資の撤収を含む。

(2) マレーシアへω株式投資流入lムマレーンアにおける事業.ft弁企業設立・鉱張への株式参加を指し，
マレーシア企業の在外株式投資撤収を含台。

(3) IC）の1997年は， 1～7月。
(4) IC)は製造業（ホテル・観光施設を除く）。工業調整法適用企業（株主基金250万リンギ以上もしくは従業
員75人以上）のみ。
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書受3 対マレーシア投資と対外投資

一一一－ j面一つ山一口白日 1994
対向資凶 ' 0オ cccl~;t- ii/--5.5 

（単位・ 10億リンギ）

1995 1996 

6.6 

外国からの直接投資 ！ ！ 

民間部門長期資本収
純流入額IB) , 

11.3 

民間長期資本粗流入額 I '" " I ' ' 戸
16.9 17.9 (A)＋（日＝（CJ iv . .J .l'L十

一 一一一十 汁一一二十ってて「一一
(A)/(C)×100(%) l . 9.01 0.91 39.1 36.9 

（出所） Bank Negara Malaysia, A仰削lRψort 1996, Table A21, 23/Qua巾ゆ Bulleti時（Bank
Negara Malaysia), vol. 9, no. 3, Dec. 1994 

（注） (1) (A)民株式投資，不動産購入，融資供与（圏内銀行取扱分）を指し，圏外に保持する所
得は含まない。

(2) 聞は，国際収支表の長期資本収支の「iL人投資」。

蓄量4 マレーシア企業の対外直接株式投資

3 製造 38 222.6 

4 電気・ガス・水道 。 。｜ 。 。
5 建設 3 30.1 2 17.4 

卸・小1.5・通商・食堂・ホ
6 テル 15 7抗.3 27 500.1 12 482.2 

7 運輸・通信 2 JG.5 

金融・保険・不動産・業務
8 サーヒス 121 2,141.0 

社会サービス 21.3 

10 Iその他 1 4.9 

計凶j

（出所） JIP BNM (1992, 1993, 1994)/JPシBNM(1995). 

183.7 

501.6 

19.5 

（注） 「企業数」は，対外役資している（「計」まで｝，もしくは外資を受け入れている（下段（Bl）在マレーシア

企業の数。
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れる。したがって両者を直接比較するわけ

にいかないが，それでもおよその対応関係

は分かる。

(3）表4は，中央銀行が投融資活動（trans-

actions）総額200万リンギ以上の企業を対象

に1992年以降毎年行っている抽出調査の結

果 (JabatanImbangan Pembayaran, Bank 

Negara Malaysia ［中央銀行国際収支部。以

下， JIP-BNMと略す］ 1992, 1993, 1994 / 

Jabatan Perkhidmatan Statiはik,Bank Ne-

gara Malaysia ［中央銀行統計部。以下， JPS-

BNMと略す］ 1995）で，全体像を示すもの

ではないが，資本の出入りの直療の比較に

は向いている。

(4）表1-(2）は，長期融資(long-termloans), 

証券保有（holdingsof foreign securities）を

除いた投資のみの数字だが，国際収支など

他の統計数値と比べてあまりに大きいので，

同列には論じられない。大蔵省統計は5万

リンギ未満の対外投資を除外しているほa

gayah 1997, 4）ため小さめなのだろうが，

それにしても議離が大きすぎる。

(2）の表2の株式投資震後比較で（i,1993年か

ら対外投資は投資流入の6割以上になり， 95年

と97年第3四半期までとではついに対外投資が

流入を上回った。表2最下段と表3最下段の数

字とはほぼ同様な傾向を示し， 1994年以降対外

投資は流入の3分の lを組えている。表4では

前2表ほどの著しい変化はないが，それでも対

外投資の比重が務実に高まっていることが読み

取れる。対外投資を行っている企業の比率も，

1992年の12%から95年の19%へとほぼ顕謂に伸

びた。表4の数値が低いのは，工業調整法の対

象となる大企業は外資比率が高いこと，このよ

6o 

うな企業は対外進出にさlまど積極的でないこと，

を物語っていよう。マレーシア資本が過半を占

める企業が対外投資に積極的なことは，表1

(2）からも推測がつく。外資企業のマレーシア以

外の匿における活動は本国にある本社の直接投

資が主体であろうことを考えれば，マレーシア

資本企業の数字が目立つのは当然だろう。

独立以後これまでは外資流入がマレーシア経

済を大きく変貌させてきたが， 1993年以降マレ

ーシアからの対外投資が外国からの投資流入と

比詞し得るほどの規模（少なくとも 5分の 1）に

達したことは明らかであり，上述のような資本

流出が今後も増大し続けるとすれば，それはマ

レーシア経済に大きな影響を及ぼし，その経済

構造tこ何らかの変容をもたらさざるを得ない。

現にいくつかの面でその兆候が現れている。

本稿では，対外投資の実態がどのようなもの

であるかの解明に主たる力点を置く。マレーシ

ア圏内で持つ意味のみでなく，東南アジア・東

アジア域内におけるマレーシア投資の位置づけ

にも触れたい。次いで，マレーシア企業の対外

投資がその企業集団自身の国内活動，ひいては

マレーシア経済一般にどのような影響を及ぼし

つつあるか，に論及する。

対外投資が顕著になったのが最近のことに属

し，まとまった調査・研究はまだ少ないが，い

ま千元に貴重な2種の文献がある。すでに上に

引用した中央銀行の抽出調査と，ラガヤ（Raga-

yah Hj. Mat Zin）博士の研究論文である。近隣

4凶，インドネシア，フィリピン，タイーブル

ネイについては，各国の投資当局からマレーシ

アからの最近数年間の投資について貴重な統計

数値を提供してもらった。本稿ではまず，こう

した資料・文献に基づいてマレーシアの対外投
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資の全体像を探りたい。

次いで、，クアラルンプール証券取引所（Kuala

Lumpur Stock Exchange: KLSE）上場全企業中

の主要対外投資企業集団14について，歴史的背

量，資本構成・経営陣の概要などとともに，対

外投資活動とその位置づけをやや詳しく検討す

る。主要14集団は，証券取引所年報1996,1997 

年版（KLSE1996, 1997）記載の全企業について在

外系列企業数を調べ，多い願に抜き出した。

最大はサイム・ダービー社（SimeDarby Bhd.) 

の138社， 13位はプロメト（PrometBhd.），ゲン

ティン（GentingBhd.）両社の 19社だった（KL

Kepong Bhd., Malayan United Industries Bhd., 

Hong Leong Industries Bhd.などがこれに続く）。

これら主要海外進出企業の分析によって，マレ

ーシア経済がどのような変貌を遂げつつあるか

を具体的に把握できるのではなし功、と思う。

最後に， 1997年後半以降の「減速」が海外進

出にどのような影響を与えつつあるかに触れな

ければならないが，残念ながら資料の点で大き

な制約があるので， 2, 3の重要な事実の指摘

にとどめる。

なお，本稿中， Bhd.は Berhad（妹式公開会

社）， Sdn. Bhd.はSendirianBerhad （株式非公

開会社）である。また，人名に付された称号の略

記と性格は以下のとおりである。 Tk.(Tengku, 

Tunkuの略。 スルタンー族の1世重量の称号）／Rj.

(Rajaの略。｜日宮廷貨族の世襲の称号）／Tun,TS. 

(Tan Sriの略）， Dt./Dk. (Dato’/Datukの略）

（悶家，社会への大きな貢献を認められた人物に

対して， TunとTS.は国王が， Dt./Dk.は国王ま

たはスルタンが授与する称号で，位階はこの順）／

Hj. (Hajiの略。メッカ巡礼者に認められる称号で，

叙勲とは関係ない）。

（注1) 通産省年報と中央銀行の統計とではー直

接投資」の範囲に違いがあるらしし数字が必ずし

も一致しないが，炎1の r直接投資」（資産購入を含

めず）と表2の「株式投資」とがほぼ照応すると思

われ，ここではこの2者を比較した。

（注2) Masscorpは， 1995年にはベトナム側と

合弁で同展ダナンに議出加工区を造成（総工費1億

5000万usドル＝ 4億2000万リンギ〔当時の為替レ
ート〕）することで合意を見た （NewStraiぉ Ti削es,

Mar. 23, 1995）他， 97年にはミャンマーの首都ヤンゴ

ンに投資総額5000万リンギのホテルを建設した凶tar,

June 23, l 997)c 

I マレーシアの対外投資概況

1 . 投資先，業種

中央銀行季報・月報によれば， 1991年以降の

対象国別投資額は表2のとおりで，次のような

点が読み取れる。

(1) シンガポールが終始最大の投資先であり，

1996年には全体の25%を占めた。ただし，

両国は「相互依存」関係にあり， 1991年～

97年9月の総計額では，マレーシアからの

投資79億9600万リンギに対して，シンガポ

ールからの投資は95億1400万リンギと19%

弱上回っている。 1995年にいったんマレー

シア側の流出超過に転じたが， 97年には

再び流入超過に戻った（Q制的ゆ Bulletin

〔BankNegara Malaysia〕， vol.9, no. 3, Dec. 

1994/A1onthly Statistical Bulletin〔BankNe-

gara Malaysia〕， Nov.1996, Dec. 1997/Min-

istry of Finance, Malaysia, &anomic Re-

ρoペ1996/97' 1997 /98) 0 

(2) アジアでは，香港は1991年にはすでに屈

指の投資先となっており， 93年から中国が，

例年からはフィリピン，インドネシア，べ
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トナムが重要性を増した。

(3) オーストラリア・ニュージーランドも，

1994年以降有力な投資先となった。

(4) 旧宗主国・イギリスへの投資もかなり多

く，平均して対EU投資の7割程度を占め

る。 1994年まではマレーシア側の大幅な受

け取り超過だったが， 95年からは流出超過

が続いている。この点に関する限り，植民

地的従属関係は清算されたことになる。

(5) アメリカ，日本，台湾，とりわけアメリ

カの数字がかなり大きいが，いずれもそれ

ぞれの在マレーシア合弁企業の株式投資撤

収が反映されているのではないかと思われ

る。いずれにせよ，これら 3国との1990年

代の資本移動累積額は，流入が流出を大き

く上回る（ただし， 96年のアメリカとは， 1 

億リンギあまりのマレーシア側支払超過とな

った） (JIP-BNM 1992, 1993, 1994/ JPS-BN 

M 1995）。

季報・月報は単年の数値で，業種別分布はな

い。これに対して前記の抽出調査は各年5月

末現在の残高で，対象地域（マレーシア傍j出資比

率5%以上の対外投資一一基幹投資〔significant

equity investment〕ーのみ），業種（株式投資総

額および基幹投資）が別々に表示されている。

抽出調査によれば， 1992～95年の各年ともシン

ガポールが首位で， 2～6位をイギリス，香港，

ケイマン（Cayman）諸島，マン島（Isleof Man), 

英領ヴァージン（Virgin）諸島などが占めている

(92年は5位タイ， 6位オーストラリア。 93年は

6｛立オーストラリア）。このうち，マン，ケイマ

ン，ヴァージンの3地域は国際的な避税地で，

金融関係の投資がほとんどである。表2の「そ

の他」の中心は，これら避税地であろう。

業種別では，金融・保険・不動産・業務サー

ビス（businessservice）企業（主に持株会社）が同

業種（同じく，主iこ持株会社）に投資する例が圧

制的に多く，次いで1992年には農業企業から製

5 投資先企業の業種（マレーシア側出資比率5%以 ） （単位： 1

資先企間町民副比率（九）面積比両刊資額ド品η投瓦両i弘）

5.9 

734.6 13.9 795.3 9.6 

7 巡輸・通信 23.4 6伽1仏仏仏8引;: ：・」88'24 I＇.仏：：引引.0 : 417 ! 0.向 2国＇.1151引引引:< I 19 
金 ・保険・不動産・
業融務サービス 1,795.1 07.8 3,122.1 59.0 5, 62.4 

9 社会サービス 0.5 0.9 85.2 1.6 2.0 

10 その他 19.3 3白8 0.5 0.0 0.9 
一一一 一

計 2,920.1 l 26‘6 5,291.6 100.0 8, 100.0 

（出所） 表4に同じ。
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造業への投資が， 9:3年以降は製造業企業から製

造業へが多かった。ただし製造業への投資の比

重は1993年以降むしろ下がっており，製造業の

生産拠点の移動が本格化しているとはいえない

ようだ（表4, 5）。

地域，業種の組み合わせでは， 1992年にはシ

ンガポール（持株会社），イギリス（食飲料・タ

バコを中心とする製造業），香港（持株会社） (JIP-

BNM 1992, 14, 15), 93年にはシンガポール（卸

・小売36%，金融・業務サービス28%，製造業23

%など），イギリス（製造業，持株会社），香港（金

融・不動産） (JIP-BNM 1993, 22, 23），例年にはシ

ンガポール（卸・小売39%，金融・業務サービス

34%，建設業16%など），イギリス（食飲料・化

学を中心とする製造業，持株会社），オーストラ

リア（金融・業務サービス），アメリカ（通信），

中国（製造業48%，不動産・業務サービス 32%)

(JIP-BNM 1992, 24-27), 95年にはシンガポール

（金融・業務サービス41%，釦・小売・ホテル33

%，建設業14%など），イギリス（94年に同じ），

香港（金融），アメリカ（金属加工），中国（建

設） (JPS-BNM 1995, 21, 22, 23），といった構成だ

った。このf也先述のように避税地の金融業へ

の投資も大きい。シンガポール，香港，避税各

島瞬は第三国での活動のための投資・金融・通

商拠点，イギリス，アメリカ，中国が製造業あ

るいは建設業の拠点，という構図が浮かび上が

る。このうち，イギリスはかつてのイギリス系

表S タイへの投資（認可額）

1993 

（出所） Office of the Board of Inv出tment,Thailand従｛共資料。
（注） (1) 「投資総額」はタイ園内資本および他国からの投資を含む。

1996 

投資｜ 比重
総額 l（%） 

31.8 

(2) 原典はパーツ表示だが， Ministryof Finance, Malaysia, Economic Rψ•ort 1997/ 98, Table 5-4の交換
比率をもとにリンギに換算した。
。） 「マレーシア似IJ出資比率」は，王子縁資本金（register吋 capital）中のマレーシア資本の比率っ
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企業（後述）の活動を引き継いだものが多いと

思われる。在アメリカ企業は，技術獲得に主な

狙いがあろう。中国進出の最大の目的は，新市

場の獲得であろう。

シンガポール以外の近隣諸国への業種別投資

は上記の中央銀行統計では不明だが，タイ，イ

ンドネシア，フィリピン，ブ勺レネイについては，

対象国側資料に基づ、いて作成した表6～9によ

って検討が可能である。

まず総額を表2と比較すると，表6～9が受

け入れ国側の認可額のためか，インドネシアに

ついてはマレーシア側の数値の方が桁違いに少

ない。対ブルネイ投資に至っては，マレーシア

中央銀行統計では終始。である。フィリピンの

場合は1991,95, 96年にはマレーシア側の数値

が， 93,94年にはフィリピン側の数値がそれぞ

れはるかに大きしタイの場合は各年とも両国

統計にさほどの差はない。不一致は，統計の精

組差，時期のずれ，申請・葺録基準の相違，お

よび第三関経由投資の扱い方の違い，などにも

よるのかもしれない。

業種を見ると，タイは件数では農産物加工が

圧倒的に多いが，投資額では年によってばらつ

きがある。インドネシアは， 1994年から件数，

投資額とも急増した。 1994～96年にはマレーシ

ア企業がスマトラ，カリマンタンなどで大規模

な農園経営（オイル・パームなど）に乗り出した

からである。マレーシアの農園経営が労働力不

表 B マレーシアのフィリピンへの投資（認可額）

41 310下而弱52r~8

建設

制・小売・通商・
食常・ホテル

1
1
1！
 

「J

－

1
1

4

？白一

？i
H

－
 

’

一

円，a

－

－
代

d

巡輪・通信

金融・保険

不動産・業務
サービス

社会サービス

不明・その他

計

5 I 24,978 

1~ 

174,554 

881 

1 I 14,415 

t ' 

9 

＋一一一十

s11, 432 I 6 I 15,333 

（出所） Board of Investments, Philippines援供資料。
（注） 交換比率は， 100ベソニ1990年9.59リンギ， 91年10.07リンギ， 93年9.77リンギ＇ 94年10.49＇）ンギ，
95年9.70リンギ， 961¥9.61リンギで算出。
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褒 9 マレーシアのブルネイへの投資（て業区内）
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チyケ
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計 Io.51 4.2 2.4日！~－ 9.9 7:il.N 
（出所） Badan Kernajuan Industri Brun巴1：ブ
ルネイ工業開発庁j従｛共資料。

（注） (1) マレーシアからの投資全部を網羅した
ものではない（原注入
(2）原典はプルネイ・ドル表示だが， Mir】
istry of Financ巴， Mala》’sia, Econorni1・ 
Reροrt 1997/98, Table5 4の交換比率をも
とにリンギに換算した。

足などのために発展を見込めないことが，背援

にある。東南アジア域内における産業構造再編

の典型例である。 1997年には鉱産物（非金属）

加工，運輸業への投資が大きかった。フィリピ

ンは， 1994-4ミのホテル（Waterfront系2tl：），発

電所（GandaHoldin伊），浄ホ施設への投資が突

出している。後2符は，フィリピン政府のm告！J
離手[Iの所産だろう。巡礼基金管開問（Lumbaga

Urusan ＇］、abung!Ij.）によるミンダナオK，＼でのオ

イル・パーム国事業（投資額1熔リンギ）もある

(Ragayah 1997, 12）。ブルネイは， 1994年の電

機・屯子工場が際立っている。国内ではすでに

払底気味の行年余：子労働力を求めて進出したも

のであろう。総じて，シンカ、ボール以外の近隣

諸国への進出は，マレーシアにおける企業活動

の行き詰まりを打開するため，という側面が強
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いようだの

2. 対外投資急伸の背景，対外進出の主要動

；畿

ラガヤは， 1990年代に入って対外投資を急増

させたマレーシアの国内事情として，次の6点

を挙げている。 (1）労i動力不足と労賃高騰，（2）農

地不足，（3）国内市場挟随， 141高度成長による潤

沢な資金，（5）資源・農産物関連の技術，（6）政府

の奨励策（海外からの所得送金への免税，政府首

脳外遊時の企業家同行など） (Ragay且h1997, 3）。

1991年に制定された焚励策は， (1)対外投資収

益ω同内送金は50%控除され，免税所得から得

た配当も，所得税を免除される（創業から 5年

間八（2）創業前の関連費用は，所得税金免除さ

れる，（計上記の適用対象は，（ア）市場問題解決も

しくはマレーシアの原材料使用を図る，｛イj国内

産業iこ資材を供給する，（内）雨前協力を推進ず

る，のいずれかを満たすものに限る，との内容

だった。対外投資は，国際収支lこ悪影響を汝ぼ

さず，国内産業の発展を促すもωでなければな

らない．との認識に基づく措置であった（：＼IITI

1993 160)., 

ラガヤはまた，対外進出の主要動機について

次のような点、を挙げているυ 川市場獲得， 12）高

収益，（3）低賃金．案価な！以材料，広大な土地、

(4）輸入規制凶避，山相手［過の~迂励荊，（6）高度な

技術を持つ先進国全業との提舵 （（，弁もしくは

員~xi, (7）相手国の政治的安定 (Ragayah1997, 

J:-j 16, 2:1）。

3. 出資比率，系列の有無，企業規模，生産

・製品のつながり

は媛投資全体に占める基幹投資（マレーシア

侭lj出資比来5%以上の事業）の比率は， 1992～伯

作に，千五外企業数では84%.95%, 93%, 92%, 
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投資額では86%,88%, 93%, 95%だった。ま

た，在外企業中の子会社（出資比率51%超人系

列会社（同20～51%）の比率は， 92年には併せ

て82%だったが，以後， 93年54.8%,27 .5%, 

計82.3%,94年71.6%,16.5%，計88.2%,95 

年74.9%,14.4%，計89.3%と清実にt昇した

(JIP-BNM 1992, 1993, 1994/JPS-BNM 1995）。マ

レーシア側が資本の過半を握る企業が4分の3

を占めるようになり，その資本力，発言力が徐

々に高まっていることを窺わせる。とりわけ金

融・業務サービス，建設部門で子会社の比重が

尚く， 1995年にはそれぞれ91'.},h98%を占めた

(JPS-BNM 1995, 20）。 j制部門はマレーシア側の

単独事業が多いことを示すものである。

他方，表1によれば，関連企業（支店，子会

社，系列会社）への投資の比重は， 1980年代に

はむしろ減少気味だったものが90年代に入って

l：昇に転じている。 1980年代の投資は小規模な

ものが多かったこと，当時の対外投資は！日イギ

リス系多国籍企業が大きな役割を果たしており

（後出の表11参照），マレーシア国内の企業はマ

レーシア化されたものの第三国企業においては

まだイギリス資本の比重が高かったこと，など

によるのであろう。

大規模企業の増大は， 1990年から例年ーにかけ

て投資額100万リンギ以上の事業が飛躍的に革

大したことからも，読み取ることができる（表

10）。

関連企業の比重は高まっているものの，ラガ

ヤによれば，本社と在外企業との間，あるいは

同系列在外企業開で原材料・中間財，製品のや

り取りはほとんどなしせいぜい最終製品が系

列のデパート企業で販売される程度だという

ほ昭ayah1997, 17, 23)0ラガヤはまた，親会社

に付随して国内関連会社が海外に出ることはな

い，と述べている（Ragayah1997, 23）が，アム

スティール社（Arnst巴elCorporation Bhd.）が中

国に設立した企業40社 (1996年現在）中には直接

には国内子会社（AngkasaMarketing I3hd., Lion 

Land Rhd., Chocolate Products 〔Malaysia〕Bhd.

などJの投資になる企業がかなりあり（各社1996

年版年報），シンガポールの系列会社（LionTeck 
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Ⅱ主要14社の対外投資

1998120070.TIF

Chiang Ltd.）も中闘で通信事業を展開している 以降の在外・国内関連企業数の変遺は表11, 12 

（同社1997年版年報）から，例外はかなり多い のとおりである。このうちアムスティールはライ

ょうだ。 オン（LionCorporation Bhd.）集団， OYL(OYL

Industries Bhd.）は豊降集団（HongLeong Group) 

II 主要14社の対外投資 の傘下にあり，グループの中枢持株会社ではな

いが，ライオン社本体および豊陸集団系列の他

1 .在外企業と圏内企業 の上場企業には在外関連会社はあまり多くなく，

マレーシアの対外進出企業主要14社の1979年 アムスティーノレ， OYLが両グループの海外活

68 

表11 主要対外投資企業

I I I I 
！ 設立 上場 iマレーシア

企業名 I ！日社名 ！ I 年次 年次 i化年次

①リ SimeDarby ぺSime,Darby & Co., Ltd. I 1910 I 1979 I 1978 I 
2 I Amsteel Corp. Amalgamat疋dSteel Mills I 1974 I 1983 I I 

3 I Berjaya Group I Raleigh Cycles (M) I 1967 1969 I 1982 

4 I MRf Hg. I Pacific Devt. Credit I 1963 i 1963 I I 

5 I OYL Inds. I I 1974 I 1986 I I 

⑥l Mulpha Intnl. I Guthrie (M) Hg. I 1974 I 1983 I 19刷｜

7 I Land & General" I Gen. Lumber Hg. I 1964 I 1968 I (1987) ' 

8 I Antah Hg. I I 1976 1983 

⑤l笹j己ド一－百ヰ一一一一一一一一－←←＋ （一一J－.一 ii~·o；一占i占it一： 「一一1920‘－
⑪IG一i…－H一i~－ r，一ミ； ト白－~「；i~一一 ·rit一； J--197~:I i白iT 臼b｜ 
11 I Tan Chong Mtr. Hg. I 1972 

12 I General Corp. I Gen. Ceramics I 1969 I 1971 I I 

⑬ Promet2l I Gammon Malaya Ltd. I 1927 I 1961 I 1981 I 
i,iT 一一一三五 一一一一一［ι－H-i~hi；－~d~ ロムムi------ T--1971-T山口一一一一－ -・・1 

計

両瓦元o
（出所） KLSE (various years），および各社1996年版年報より算出。
（注） (1) 1) 当初トlanyangHoldings Sdn. Bhd.。創設会長は陳柄雄（Dt.Chan Peng Hong）。
にシンガボールの実業家・章立人（Dt.Brian Chang）とマレ一人有力者 TS.Ibrahim Mohd. 
ガボールの子会社GentingInternational PLCが海外（シンガポールを含む）に系列会社：辺社
(2) f関連企業」とは，子会社（出資比当主51%超｝＋系列企業（出資比!,f,.20～51%）。
(3) 1979年に未上場で数値不明の企業については， 83年の数値をかっこ内に示した。「計」欄
(4）休眠企業，破産企業，未操業企業は除く。
(5) 左端の数字をOで囲んだ企業は，旧イギリス系企業。
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動の拠点になっているので，ここに取り上げた。

1979年には未上場の企業もあるため正確な比

較はできないが，仮にこれら企業に83年の数値

を援用して累計すれば，国外100社，園内106社

となる。対外投資急伸の起点となった1991年を

とどまったのに対して圏内企業数は5倍と急伸

した。逆に1991～96年には，在外企業が2.7倍

になったのに対し国内企業は 1.7倍にとどまっ

た。 1991～96年には，絶対数でも国外471社増，

国内384社増と国外が国内を上回った。 1990年

100とし， 79年にさかのぼって内外関連企業数 代における対外進出の急速な進展が，ここから

の指数を示せば，表11,12最下段の数字が得ら も読み取れる。

れる。 1979～91年には，在外企業数が2.7倍に

14社の在外関連企業数
（単位社）

一一一「一一一「一一ア一 一6
3 閉じ 問93J 1995子会社！系列会社計
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1987年に TS.Azmi W. Hamzah会長就任，マレー系企業に。 2) 当初はイギリス系企業。 1981年
との傘下に。 1995年，蘇啓文（Dt.Soh Chee Wen）傘下に。 3) 1996年現在，これとは別に，シン
（うちマン島19，シンガポール4など。主に金融と船上サービス）を持つ（同社1996年版年報による）。

ではこの数値は除外した。

句
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表12 主要対外投資企業H社の国内関連企業数
（単位打）

一一「

1996 

企業名 j日社名 I 1979 1986 i 1991 HJ92 I 1993 削 5

〔l〕 SimeDarby Sime, Darby & Co., Ltd 

L Amsteel Corp. Amalgamated Steel :VIills 

3 Berjaya Group Raleigh Cycles i'.¥1) 

4 民1BfHg Pacific Devt. Credit 
ー－－ー－－－－－－－－・・－ーーーー
5 OYL Inds. 
一』－・一一一・』
(6) Mulpha Intnl. Guthrie (M) Ilg. 

7 Land & General Gen. Lumber I lg. 

8 Antah Hg. 

Johan Hg. J. Tin Dredging Ltd 

Golden Hope Pltns Harrisons Pltns. 

⑩］ 

14 I Genting G. High！乱ndsHotel 

Jj・ 

1991年 100

UH所） ぷ11iニ，，司じ

26 s, I 97 95 • 110 123 I 140 5 I 145 

。 81 86 153 50 45 I 176 41 i 217 

品 8 El 記。 20 39 37 n.a. 37 

(3り） 28 49 ;:,3 55 49 34 14 48 

12 2:) i 19 16 14 n.a. 14 

(6) 24 :ll '.)2 36 '.J:l 11 -1-1 

:w 53 100 122 I 116 123 
制 971叩

172 

(ii:) !I) I I見l連企業Jとは， r会H （出資比率訂＂ o必＇.，つずみ IJi:i'来（L!J'i'i比率2り～51υυ）
121 1979,rによ上場で数lilt不H)Iの，1'業にソザ益てv丸山＇！－vJ数ft!i争点、－， -.:r付；こJ、した ロト」欄ではこり数fo'ili除外した
(:JI f,t;版企業， 1民館企業， ,1<f操業企業（；j,yく
(,11 人目白の数字を jで凶んた企業Lt, lflイ干、jア、系企長

2. 旧イギリス系企業と r民族系J企業

もう一つ日以つのは，終安h!n質調tニ在外企業を

増大させている企業じ 1986年以前iこ2、増させ

たものの90年代初頭に減退を余織なくされた企

業とが，あることである。後者ーには4社あり，

うちブルジャヤ・グループ（BerjayaGroup Bhd.人

マYレブア（MulphaInternational Bhd.人ブロメ

ト（Prornct日hd.）の 3tl：ーは！Rイギリス系企業て＼

いずれも，マレーシアω「新経済政策 山側v

Ee。nomicPolicy）の～＆環として， 1970年代後、f.
からお0年代初闘にかけて株式の過＇ j＇：を政府機関

70 

もしくは国内民間企業に費収され，マレーシア

化3れたものである。；1社とも，マレーシア化

｜訂後に在外出塁手jを活発化させたωが1980年代半

ば0）深刻ljt,：不況で袋日lこ出たことになるつたた

し，こωう九ブルジャヤに閉しては‘現在ω小

松企業ブルジャヤ・グループ社の前身は先述の

ようにイニ干リス系企業だが．ブルジャヤ・グル

プ（集団）そのものは陳去、遠円、S Dt. Vineぜnt

I乱nCh廿fYioun）によってブルジャヤ・グルー

プ十！：¥'.'lllxtt 1ifiiこJf主/i.立されているから，グループ

全体としては民絞系と見るべきで、あり，本稿で
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はそのように分類した。

プロメトは元々は建設会社で， 1981年にマレ

ーシア化された後多角化を図り，中国（珠江），

インドネシアの石油，ガス採掘など海外事業に

積傾的に乗り出した（KLSE1984, 465 469）が，

中国での採油事業失敗などのため経営が悪化し，

86年9月～87年10月には株式取引が停止され，

大幅な企業整理を余儀なくされたほLSE1991, 

Book I , 380, 381）。なお，従来はマレーシア企

業の対中投資が始まったのは1980年代半ばとさ

れていた（原 1997,273, 275, 301）が，プロメト

の事業 (1982年）はこれより早かったことにな

る。

マルファは， 1975年に華人与党・マレーシア

華人公会（MalaysianChinese Association）の肝

いりで華人資本結集・近代的企業活動促進を

目指して設立された馬化控股有限会社（Multi-

Purpose Holdings Bhd.）が，イギリス系商社ガス

リー（GuthrieMalaysia日hd.）を81年に余下に入

れて83年に改名したもので， 87年にはシンガポ

ール企業を分離した結果在外活動が縮小された

（マレーシア化される前はシンガポールのGuthne

が本社だったから，本ti：・子会社関係の逆転で経

営に川滑注を欠いたのであろう）。 1990年には馬

化グループから離れた（KLSE1991, Book I, 302, 

303）。

ブルジャヤの前身・ラレイ社（RaleighCycles 

〔Malaysia〕Sdn.Bhd.）は自転車製造会社だった

が， 1982年にマレーシア化されて以降多角化し，

87'r:f.には陳志遠のブルジャヤ・グループ傘下に

入って， 91年には州グ、ループの中似・持株会社

となった（KLSE1996, Book 2, 283）。陳志遠は政

商とも投機的企業家とも言われ，頻繁に企業売

買そ繰り返すことで知られる。国外・ i五i内とも

料”川川UI川川1州，um哩 Illり

.it業数の変動が激しいことから，投機性の一端

が知れる。証券取引所年報では， 1992,93年の

在外企業減少については何の説明もなされてい

なL、。
この時期マレーシア化された！日イギリス系企

業という点では，サイム・ダーピー（SimeDar-

by Bhd.），ジョハン・ホゥルディングズ (Johan

Holdings Bhd.ん ゴールデン・ホゥプ（Goldεn

Hope Plantations Bhd. I日社；名 HarrisonsPlan-

tations Bhd.）の3社も同様だったが，この3社

はほぼ順調に在外企業数を伸ばしている。ゴー

ルデン・ホ，7ブ社の1996年版年報は「全在英子

会社（2Hi；っほとんどがオイル・ペームなとの義

国企業 古引用者）の清算(liquidate）について政

府から必要な許可を得た」と記しており（同社

19961:f:.版年報， p.73），経営の実態に合わせたマ

レーシア登録企業への転換がなお進行中である

ことを窺わせる。ただし， 1997年版証券取引

所年報では21社はそのままである（KLSE1997, 

Book 1, 550 556) 

民族系企業で1980年代末～90年代初頭に唯

A 在外企業減少を記録したのはゲンティン社

（（たntingBhd.）で，これはシンカ2ポールなどの

観泥事業が休眠化したりグループから分離され

たりしたためで、ある（KLSE1992, Book II, 64 

68）】

総じて，！日イギ 1）ス系企業は1980年頃から90

年代初頭にかけていったん傘下lこ入れた在外企

業を手放す例が目立ったため対外進出の勢いが

ややそがれたのに対し，民税；系企業は90'iftrf進

出合始め90年代半lままでほぼ舶調に海外事業を

拡大させた，といえよう。

1991年以降，とりわけ93年以降在外企業を著

増させたのは，アムスティール，プルジャヤ，
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表13 業種別・地域別在外企業数（SimeDarby Bhd. 1987年）
（単位：社）
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表14 業種別・地域別在外企業数（SimeDarby Bhd. 1996年）
（単位．社）
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表15 業種別・地域別在外企業数（Arnst巴elCorporation Bhd. 1996年）
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表16 業種別・地域別在外企業数 (BerjayaGroup Bhd. 1996年）
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（出所） 同社1996年版年報より作成。

OU ＊タイ噌インドネシア，フィリピン，ブルネイ。
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褒18 業種別・地域別在外企業数（OYLIndustries Bhd. 1996年）
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（出所） 同社1996年版l':f.報より作成。
（注） 本タイ，インドネシア，フィリピン，プルネイ。

77 



1998120080.TIF

資

MBf (MBf Holdings Bhd.), OYL，ランド＆ジェ

ネラル（Land& General Bhd.），アンタァ（Antah

Holdings Bhd.）の民族系 6社であるつ！日イギリ

ス系では，サイム・ダービーの着’支な増大とマ

ルファの回復・拡大が日に付く。 OYLまでの

民族系4社とサイム・ダービーについて，在外

企業数の地域別，業種別分布を表13～18に掲げ

た。残念ながら，資料上の制約から， 10年ほと

前との比較ができるのはサイム・ダーどー（表

1:i, 14) （／）みである。また，各社の1996年版年

報が最近の重要事業として特記した在外事業をー

表19にまとめた。

企業名

CD Sime Darby 

2 Amsteel Corp. 

3 I3erjaya Group 

九1BfHg. 

5 OYL Inds. 

(~] Mul1汁1aIntnl. 

7 Land & General 
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3. 大手 5社の在外事幾分布

サイム・ダービーはこの9年間に，地域では

中間・香港と北米，業種では不動産・業務サー

ピス，卸・小売・ホテル，金融・保険が伸びω
中心だった（業務サービスとは，自動車サーピス

・センター，エンジニアリング・サーピス，旅行代

理店など）（表13,14参照）。イギリス系企業時代

の基盤を活かして全世界に活動網を広げた「多

国籍企業」であることが分かる。ここからは各

企業間のff機的連係を窺い知ることはできない

が，表19を見ると，近年の国内でのゴム国，オ

イル・パーム園経営の行き詰まり（土地・労働

重量1g f'袋対外投資企業14社の最近の主要海外響楽

主袋海外事業（国・地域）

/.ill.i)ill （インドネシア），ノくーム・オイル精油（エジプト），ゴム粛はじ，
タイヤ了ー場 OtJ，金融（シンガポール， タイ）

自動車・オートハイの組立・部品製造（中国人ヒール醸造（中国）

化粧品製造（中国， .tt），ホテル（モーリシャス等）

金融（車産国， Lt,タイ， インド才、シア），ホテル（豪，中国）

冷凍機器製造（;f(:，先月I），同級売（タイ，印， !l等）

不動産（豪，上仁），ホテル（ベトナム）' j虚荷（香港）

木材伐採れtプア・ニューギニア，薮，ブィジー，インドネシア）， fl板
（インドネシア），石油試掘（アゼルパイジャン）

プラスチ、yク管製造（インドネシア，豪），同級売（西アフリカ，アジア）

発千五（ASEAN，母港）， ｝~鈎熱温水線製造・«託先（豪）， ;j(j;IJ事業（ASEA'.¥)

オイル・パーム！,;ii（インドネシア），食用ii羽生産（ベトナム，タンザニア），
ノtーム・オイル精iJll（中｛玉J).ジュース製造（米）

II TanじhongMtr. Hg. B動車部.'iii製造（q1国，ベトナム入住宅建設（シンガボール），金勉（イ
ンドネシア）

12 General Corp. 

ゆ Promet

14 Gentmg 

タイヤ製造（ベトナム），ホテル（ベトナム），｛主主建設 (rtJlli])

fi証ti・ガス（イン｜才、シア），住宅建設（シンガボール），建設いtキスタン）

ガス採縦（インドネシア，ミャンマー）．発J屯所（インド，バングラデシュ）

（出所） f幸子'i:1996年版年報より作成υ
（注） 左端の数字をOぞ問んだ企業iム Illイギリス系企業。
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力不足，生産費上昇，価栴低迷などによる）を受

けて，近隣国で新たに農園経常に乗り出してい

ることが読み取れる（農園経営は業務サービス企

業などの副次的業務とされているため，表14では農

林水産はOとなっている）。国内事業の縮小，海

外への移転が起きているのである。エジプトの

パーム・オイル精油工場は，マレーシアから自

社産品を輪出して消費地で加工することを意味

しており，直接の有機的な関連がある。製造業

では，他にフィリピンのタイヤ工場以外は自社

産農産物関連の企業はない。

アムスティールは，シンガポール，香港の金

融，中国の製造業（自動車・オートパイ組立・部

品生産〔11社〕，ビール醸造［s社）など） (1997年

末現在ではビールは10社〔Star,Dec. 18, 1997〕），

スーノ｛－・マーケット（ 6-rl)，不動産開発への

特化が著ししパ表15参照）。同社は国内で日本の

スズキと組んでオートパイ生産を手がけており，

自動車企業は関連性を持つが，ビールは国内で

は無縁である。また，前記（第I節第3項）で

ラガヤが，最終製品を系列デパートで販売する，

と指摘しているのは，アムスティール系スーパ

ーのことである。

ブルジャヤは，ケイマン諸島など避税地の金

融企業が突出し，香港の不動産，金融，シンガ

ポールの卸・小売・ホテル，南アジアのホテル，

不動産がこれに続く（表16参照）。生産関連の長

期戦略に基づく対外進出というより，短期的な

利益をねらう性格が強そうだ。ただし，子会社

のトップク命ループ社（γopgroupHoldings Bhd. 

1994年2部上場。旧社名 M問。atProperties Sdn. 
Bhd.）は， 1995年にアメリカの世界的な空調機

器製造企業・ダンハム・ブッシュ社（Dunham-

Bush Inc.）を完全買収し，同社の世界各地にま

料II州

たがる製造・販売網を傘下に収めた他，新たに

マレーシア国内と中国（煙台）に空調機器工場

を建設した。系列内で各国技術者の交流も行わ

れているという（同社1996年版年報， pp.427）。

このグループに関しては，陳志遠に長期にわた

って保持し続ける意向があれば，多国籍企業に

成長する可能性はある。

MBfは金融会社だけに，在外企業も金融が

断然多く，しかも香港とパプア・ニューギニア，

フィジー， トンガなど太平洋諸島とに集中して

いる（表17参照）。さらに太平洋諸島では，他に

も農園，鉄鋼生産・販売，造船，精油，自動車

販売，貿易，不動産など，多種多様な企業を持

つ（同社1996年版年報）。在ノtプア・ニューギニ

アのマレーシア企業への資金供与はお1Bf系企

業が一手に引き受けているという （PostCourier, 

Oct. 23, 1992）。マレーシア「民族資本」企業の

後進途上国への多角的・本格的進出の一例とい

えよう。

OYLは， 1994～96年にアメリカの AAFマ

キー・グループ（AAFMcQuay Group），イギ

リスの.J& Eホール (J& E Hall Ltd.) （ともに

空調関連企業｝を買収し，インドに製造・販売

企業＇； il），タイ，日本（性2；‘サウジアラビアに

販売会社を設立するなど，企業聞の関連性は14

クゃループ中で最も高い。表18に見るようにヨー

ロッパが活動の中心で（新製品テスト機能も同

地にある），販売網は世界各地に広がっている。

OYL は，在外企業が1995年以降，国内企業よ

りはるかに多くなった（表11,12参照）。活動拠

点ω中心を海外に移した初のマレーシア企業集

団といえよう。

その他の企業では，表19に記されたように，

南太平洋・オセアニア，インドネシア（イリア
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ン・ジャヤ）で木材伐採，合板事業を進めるラ

ンド＆ジェネラル社，オーストラリア，インド

ネシアに石油・ガス用プラスチック管（th日rmo-

plastic pipe）一貫生産工場を持ちアジア，酉ア

フリカに販売企業を設立したアンタァ社， ASE

ANを中心とするアジア各国で発電事業，水利

事業を手がける他，オーストラリアで太陽熱温

水器を製造し世界72カ国に販売しているジョハ

ン・ホゥルディングズ社，国内で農国経営を主

体とし，インドネシア（西カリマンタン）にオ

イル・パーム闘，中国，ベトナムなどに植物油

加工施設を持つゴールデン・ホゥプ社も，海外

での活動に連関性があるといえよう。このうち，

木材伐採は園内資源の枯渇に伴うもの，襲聞は

先述のように囲内経営の行き詰まり・先行き不

安tこ伴うもので，圏内の経済構造変容と結びつ

いている。ランド＆ジェネラル社は，国内で，

木材価格と労賃の高騰，途上国製品の登場， 1)

ンギ・レートの上昇のために家具製造2工場を

閉鎖したと記しており（向社1996年版年報， pp.

26, 27），ここからも経済構造変化の一端が窺わ

れる。

4. 海外事業の比重，収益性

1996年段階で在外企業数が国内企業数を上回

っているのは， MBf,OYL，マルブア，ランド

＆ジェネラル，ジョハン・ホゥルディングズ，

プロメトの6社だが（表11,12），内外の粗収入

または売上高の分かる10社のうち，国外の方が

大きいのはジョハン・ホゥルデイングズのみで，

地にサイム・ダーと一，プロメトがほぼ拾抗し

雪景20 国外収入の比重（1996年）
（単位： 100万リンギ）

粗収入または売上高 税引自立利益
企業名

国内 国外 計 国内
1 

① Sim日Darby 5,599.1 5,413.2 11,012.3, 925.5 307.1 1,232.6 

2 Amsteel Corp. 4,890.0 885.7 5,775.7' 599.6 -5.3 • 594.3 
4 MBf Hg. 1司504.5 867.1 2,371.6十 221.6 -49.0 172.6 

⑥ Mulpha Intnl. 513.6 279.2 792.8 60.4 19.7 80.1 

7 Land & G日neral 530.0 307.2 837.2 265.3 23.3' 242.0 

⑨ Johan Hg. 250.9 710.6 961.5 21.3 19.3 i 40“6 

⑩ Golden Hope Pltns. 752.4 367.4 

11 Tan Chong Mtr. Hg. 2,029.5 801.9 2,831.4 260.1 1 375. 2 

⑬ Promet 148.8 14:3.5 292.3 16.5 17.1 

14 Genting 143.0 2, 842. 2 l, 062. 7 1 186. 3 

28,836.8 3,750.5 5 256.4 
...』戸·－－＇·• d宇崎晶. 4』

34.4 100.0 88.1 100.0 

中国 国内
中1汁五十

2’ 110.s I 102.6 273.4 3:3.1 48.7 

（出所） 各社1996年版年報より作成。

（注） (1) 1996年のGoldenHope Plantations Bhd.の国内粗収入はシンガポールを含む。

(2) 左端の数字を（〉で閥んだ企業は， ILIイギリス系企業。
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ている。全体では国外収入は収入総額のほぼ3

分の 1に達する（表20）。ところが税引前利益

で見ると，ジョハン・ホゥルディングズが辛う

じて内外桔抗している（ともにわずか2000万リ

ンギ前後にすぎない）他は，圏外収益は国内水準

をはるかに下回り，赤字企業も 4社ある。 MBf

の海外部門は1995,96年と 2年続きの赤字で，

非採算部門を一部手放した（同社1996年版年報，

pp.26, 68）。 10社全体では国外収益は収益総額

の1割強にとどまっており，総じて在外活動は

まだ確実に利益をもたらすものになっていない

ようである。ただし，表にはないが， OYLの

国外収益は国内をはるかに上回っているとい

う（注3）。

在外活動がいまだに必ずしも順調でないこと

は，国外での納税額が園内のそれを上回る企業

がブルジャヤと OYLのみである点にも示され

る（表21）。ただし，各企業が進出先の外資奨

励措置によって税負担の軽減を得ている側面も

あるかもしれない。

「民族資本」企業中海外活動の最も盛んなア

ムスティールは，活動拠点・中国での1995年の

収益が8000万リンギに達し，これはグループ全

体の収益の10%弱を占めた （NewStraits Times, 

Oct. 23, 1995）。在中 40社のうち子会社のチョ

コレート・プロダクツ社（ChocolateProducts 

〔Malaysia〕Bhd.）の関与する企業はビール6社

を含め22社あるが，チョコレート・プロダクツ

社の1996年度実績を見ると，在中企業は売上高

では国内の6割，収益では5割弱とかなりの好

調さを示している（表20）。同社の在中事業は

1995年度には86万5000リンギの赤字だったこと

（同社1996年版年報， p.55）を勘案すれば，同社

の中闘での事業は改善にf<iJかっているといえよ

表21 国内・｛圏外別納税額 (1996年｝

（単位： 100万リンギ）

一一企一言－τ:iii内｜屋外｜ 計
①， Sime Darby 305. 4 I 

2 ! Amsteel Corp. 62 .8' 

402.2 

66.5 

3 , Berjaya Group 

5 I OYL Inds. 
¥ 127 .3 1 136 .8 ¥ 264 .1 

⑥ M ulpha Intn!. 

⑨i Johan Hg. 
⑩l Golden Hope 
Pltns. 

11 Tan Chong 
Mtr. Hg. 

I 21. 2 I 25. 7 1 46. 9 

19.8 0. 3 I 20.1 

2.2 4.4 6.6 

93.6 0.7 94.3 

85.1 I 31.91 117.0 

12,GeneralCorp. 1 6.8 1.51 8.3 

⑬ I Promet I 5.31 5.4[ 10.7 

14 i Genting 318.9 0.3 319.2 

「一子ω一甘ん日初7.5 I I，ぬ
J一一戸竺Lム＿＿＿！！.3 I 22.7 I !00.0 
（出1＼庁） 各社1996年版年報より作成。
（注） 左端の数字をりで囲んだ企業lム 1Bイギリス
系企業。

う。ライオン・アムスティーlレ・グループの総

帥・鍾廷森（TS.William Cheng Heng Jem）の

1997年末の発表によれば，同グループはこれま

でに 8億リンギを中国に投資して， 96,97年に

はそれぞれ2000万 1）ンギ， 5000万リンギの送金

を得 （AsianW包llStreet Journal〔以下， AWSJと

略す〕， Nov.24, 1997），ビール部門の税引前利益

は96年度 1億リンギ， 97年度2億5000万リンギ

だった （Star,Dec. 18, 1997）。在中事業の比重の

高さから見て，中国での事業成功が同グループ

在外事業赤字解消の最大の要件になろう。

内外別従業員数は2社しか分からない。サイ

ム・ダービーは5管区に分かれており， 1996年

現在，マレーシア管杭印刷人，香港管区3100人

（うち中国570人），シンガポール管区2000人，オ

ーストラリア管区1230人だった（もう 1つのフ
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揖
員

ィリピン管区については記載なし）（同社1996年版

年報， pp.33 42）（注4）。 OYLは，国内2000人，

ヨーロッパ4000人，中国1300人（注へその他と

も計9400人（KLSE1997, Book 1, 52）だった。両

社に関する限り，海外の従業員がはるかに大き

な上じ重を占めていることになる。

5. 14社の資本と経営

マレーシア企業を含む東南アジア企業の対外

進出は華人企業の対外進出と同義であるとする

議論が多し為。ここではその妥当性を検証する。

表22に， 1996年現在の14社の資本・役員構成

を掲げた。マレー資本が過半を占める企業はI

社（ゴールデン・ホゥプ。同社の筆頭株主は，マ

レー資本育成のための国策企業・国営持株会社

〔PermodalanNasional Bhd.: PNB〕），マレー資

本が「その他マレーシア資本」（主として華人資

本）より大きな企業は2社（サイム・ダービー，

ランド＆ジェネラル）で，全体としてはマレー資

本34.9%，「その他マレーシア資本」 36.3%で

ほぼ桔抗し，外資は30%を割っている。しかし，

表22 主要対外投資企業14社

-T 取締

企業名 ｜払込資本金｜マザ本 議 7…｜ 外資 ：＂＇＝－ 三~－I
I 八 シア人 i

① I Sime Darby I l, 162.5 I 鎗5.4(34.0J 241.1(20.1> I 526.0(45.2J 5 1 I 

I~~~；~~！ c。ら ｜ 臼9.5I 195.4(31.0l I 331.1（臼6lI 103.0(16.4) I一一：3··r·~－－－－ 1
.3 -l~~rj;y…一一一｜一点·；：ol ゐ；＇i(35 .1) ・ 1 ・・ ... 339：……l .21…一一｜ー－－－－~一一1-----9--··1
4 I MBf Hg. I 575.5 I 189.3(32.9) I 214.2(37.2) I 172.1(29.9) I 4 5 I 

I OYL Inds目 I 135.3 I 8.8( 6.5) I 97.1(71.8) I 29.3(21.7) I 3 s I 

~-- I _rviulpha Intnl. j 3肱 oI no子29.2)i 19千？叩lI 78.3（川j 1 5 
I Land & General I 497.9 I 142.2(28.6) : 85.8(17.2) I 270.0(54.2) i 6 2 

8 I Antah Hg. 117.0 41.4(35.4) 
＋ 

6 3 54.7(46.7) 21.1(18.0) 

⑨ I Johan Hg. I 153.5 I 46.6(30.3) I 72.7(47.4) I 34.3(22.3) I 1 I 4 

⑩ l Golden Hope Pltns. I 1,003.1 I 747.4(74.5) I 200.4（初.oJI 55.3( 5.5l I 7 I 2 

11 1 Tan Chong Mtr. Hg. I 336.0 I n.a. I n.a. I n.a. I I 

12 I General Corp. j 297.1 I 73.0(24.6) I 155.8(52.4) I 68.3(23.0) I 5 ¥ 6 

⑮ I Promet i 533.8 I 68.6(12.9) I 221.6(41.5) I 243.6(45.6) I 4 i 5 

14 I Genti昭； 3s1.1I 1sぷ 5.3)I 225.6(64.2) I 101.000.5) I 3 6 

竺！！ よ弘子~~干~34.9)J 2・429.8(36.3)I 1，郷問.s)I. 55竺ゴ
（出所） KLSE (1996, 1997），および各社1996年版年報。
（注） I 11 1) Asian 叫匂llSt陀etjournal, Mar. 4, 1998によれば， PNBの資本保有率は35.5%。2)1997年11月25日死去。
(21 Sime Darby Bhd.の外国人役員内訳は，イギリス，インドネシア，香港、フィリピン，タイ（アナン元首相），シン
(3) かっこ内の数値は構成比（%）。

(41 左端の数字をOで囲んだ企業は，旧イギリス系企業。



1998120085.TIF

ここではマレー資本が実際より低く記されてい

る可能性が多分にある。例えば，サイム・ダー

ビーにおいては PNB単独（関連機関を含む）で

もあ.5%を占める （AWSJ,Mar. 6 7, 1998）はず

なのに，表中のマレー資本は合計で34%にすぎ

ない。また，アンタァはヌグリ・スンビラン州

のスルタン一族d川、わば同族企業であって，

1996年現在，スルタン（現国王）の娘ナキア（Tk.

Dara Tk. Dt. Seri Naquiah bt. Tk. Ja’afar）が会

長（資本保有率11.8%），子息イムラン円、kTS. 

の資本と経営（1996年現在）

－竺~＿］
外国人 .. ,J 会長

n
h
リ

ハ

リ

一

ハ

U

－

Aυ

12 I’fun Ismail b. Mohd. Ali 

7 I 'l、SDt. Zain Hashim （退役大将）

14 I I凍志遠（TS.Dt. V. Tan CheεYioun) 

9 I Tk. Abdullah ibrn Tk. A. Rahman 

12 I翁統鱗（TunDt. Hj. Omar Yoke Lin Ong) 

ハ

げ

一

ハ

リ

ハ

リ

一

ハ

リ

一

ハ

リ

6 I料水森（Dt.Michaε1 Chen Wing Sum) 

8 I TS. Azmi 'Wan Hamzah 

Imran ibni Tk. Ja‘afar）が筆頭株主（同18.1%)

だが（同社1996年版年報， pp.58, 59, 60），証券取

引所年報では「その他マレーシア資本」が50%

近いとされている（KLSE1996, Book 2, 271）。一

般にマレ一人が非マレ一系証券信託会社（nom-

inees）をとおして保有する資本がかなりの部分

P その地マレーシア資本」に分類されるため，

このような事態が生じると思われる。

ランド＆ジェネラルは，元々は華人が設立し

た木材会社だが， 1987年lこマレ一人実業家ワン

（単位’ 100万リンギ，%，人）

筆頭株主

PNB'' 

鍾延森（TS.W. Cheng Hεng Jem) 

練志遠

需賢雄（TS.Dt. Loy 日開nHeon耳）山

字｜；令燦（TSιQuekLeng （二han)

Sy Ahmad Bokharey b. Syed Omar 

1、S.Azmi Wan Hamzah 

9 I 'I、kDara Tk. Dt. Seri l¥'aquiah bt. Tk. Ja＇呂far

5 I I凍渓福（Dt.'I、anKay Hりch)

9 I Tun Ismail b. Mohd. Ali 

A
り

一

’

I

一

ハ

リ

ハ

吋
U

9 I陳金火山t.'I、anKim Hor) 

11 I 1、unMohd. Hanif b. Omar 

10 I TS. Mohd. b. Ngah Said （退役中将）

9 I林柄制（TS.Lim仙 γong)
130 I 

Tk. TS. Imran ibni Tk. Ja’afar 

移転j采福

P'.¥IB 

1、C.Consolidated Sdn. Bhd 

i1J策発（TS.Dt. Low Keng Huat) 

蘇侍立：(Dt.Soh Chee Wen) 

:l) Tan Chong Motor Holdings Bhd.を除くべ心経人6:J人． インド人：t人
ガボール持l人（｜』iJl'l1996勾一版年報， p.6)
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・アズミ（TS目 AzmiWan Hamzah）の傘下に入

って，不動産を中心に事業を多角化した。アズ

ミはザイヌディン（TunDaim Zainuddin）元蔵相

など政府・与党（統一マレ一国民組織〔C:VIKO〕）

首脳に近い実業家の a人として知られ， f也の仁

場4社の大口株主でもあり（Cheong1997. 245‘ 

246), 1992～95年にはマレー商業会議所（Dewan

Perniagaan Melayu Malaysia）会頭を務めた。

いわば新経済政策の申し子であり，ランド＆シ

ェネラル社は同政策下で華人企業からマレ一人

企業に転換した代表例である。マルブァは，先

述のように華人の経済活動活発化を目指して華

人与党が取得した企業だが，今や筆頭株主はマ

レー人である。筆頭株主がマレー人もしくはマ

レー機関の企業は， 14社中5社（表22の企業 No.

∞，⑥， 7, 8, ()0）にのぼる。なお，アムステ

ィール系列企業には，中継のライオン社をはじ

めほとんどに，マハティール＼Dk.Sεri Dr. Ma-

hathir b. Mohamad）首相の長男ミルザン（］VIirzan

b. Mahathir）が大口株主として登場する。

経常者（会長，社長そ含む取締役）を見ると，

マレー人55人， Iその他マレーシア人 66人（う

わ華人63人），外国人9人で，マレー人と華人

とはほぼ枯抗している。マレー人役員iこ特徴的

なことは．政府与党首脳との関係の深い人物，

元高級官僚が多いことで，会長は特にその傾向

が強し述。

サイム・ダービー，ゴールデン・ホゥプ両社

会長のイスマイル・アリ（TunIsmail b. iv1ohd 

Ali）は，？管醐株主 PNBの会長として両社に関

わっているわけだが，中央銀行元総裁，マハテ

ィール尚相の義兄，という欄かしい背景を持

つ。アムスティール，プロメト両社の会長は退

役将軍で，前者のザイン（TS.Dt. Zain Hashim) 

~ 

は同社第2の大口株主・国軍基金持（Lembaga

Tabung Angkatan Tentera: LTAT）を代表して

いるものと思われる。プロメトのモハメド（TS.

:V1ohd. b. Kgah Said）元空軍司令官は， UMNO

系有力実業家として知られるイシャク・イスマ

イル（Dk.Ishak Ismail) (Gomez 1994, 143 145, 157. 

172. 173/Gomez and Jomo 1997, 64, 125）らとと

もに蘇将文（Dt.Soh Ch田 Wen）の古くからの盟

友で，蘇が1995年に同社を買収した際同時に役

討として采り込んできたものである （｝，1alaysian

Husiness. Mar. 1, 1996. p.6）。こω時．イギリス

企業時代以来の最後ω役員レッツ（LEじ Letts)

がZ手任したν ジェネラ lレ・コーポレーション社

(General Corporation Bhd.）会長のハニフ・オマ

ーJl,,川、unMohd. llanif b. Omar）は，；c警視総
監であるc

!VlBf会長ωアブドウラァ円、k Abdullah ibni 

Tk. A. Rahman）は，ヌク 1）・スンヒランのスル

タン（現問主）の弟で，自らも企業グループ・

ムルワール（Melewar）を率いる。子患のイスカ

ンダール（Tk.Iskandar b. Tk. Abdullah）も MBf

取締役である。

取締役中のマレ一人有力者には，表23のよう

な人物がいる。華人企業にも，元高級官僚，退

役将軍，現・元正副首相の子女， UMNO関係

者なと，多数のマレー人有力者が関与している

ことが分かるο

資本，経営者の両側面から見て，マレーシア

企業の対外進出は．禁人のみならずマレー人を

も深く巻き込んでいるのである。

外国人役員は14社全体では 7%(130人rji9人）

にも満たないが，サイム・ダーどーてもはず‘数を

占めるのみならず（表22参照入 タイのアナン

(Anan Panyarachun) ；乙首相をはじめ近隣5池
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企業名

表23 取締役中のマレ一人有力者 (1996年現在｝

取締役名 特記事項

① I Sime Darby 

（出所） 待社1996年版年報なとより作成c
（出（1) MIDF: Malaysian Industrial Development Finance Bhd./MMC: Malaysia Mining Corporat10n 

Bhd./KPB: Konsortium Perkapalan Bhd./KUB: Koperasi Usaha Bersatu BhdノIHB：・ Idris
Hydrauric Bhd.。
(21 ／王端の数字をCで凶んだ企業は、旧イギリス系企業。

域の有力者が各1人ずつ頗をそろえている3 こ

れは同社の多国籍活動ω泌聞にとって有利な資

躍で、あろう。

(i主l) OYL tl:1996年版年報中のぷ;iiliに基つく。

表18には記載されていなし＇ o

（注2l lnJ仁c

（注3) OYL副会長・劉万明（LiuWan Min）氏

からの聴き取り (1997土F8 JJ25U）。

(i主4) フィリピンそ除く総，;tは1Jjl330入。サ

イム・ダービ一社WfU O）ぷl"l別従J1員を総計すれば

2 JJ2636人になり‘他方品券取引刈年報によれば従

業員総数は3万9199人（KLSE1997, Book 2, 335）で

ある。

（注5) OYL副会長・劉万明氏からの聴き取り

(1997年8月25l:ll。

III 景気後退の影響

1997年夏以降のリンギ，株価の急落がマレー

シア企業の海外進出にどのような影響を及ぼし

つつあるかを， 2, 3の例をもとに検討してみ

TこL、c
サイム・ダービーは1995年11月に資産額で園

内第：i伎の商業銀行 UMBC(United l¥falayan 

Banki開心Jrporation）株の60%を質収し，行名

もサイム銀行（SimeBank Bhd.）と改めたが，同

行は単独で97年下半期に15億7000万リンギの赤

字 (1998年3月3日に中央銀行が発表。 AWSJ,

8ラ
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Mar. 4, 1998），同行グループとしては18穂リン

ギの赤字（島町／， Mar目 10,1998紙上のサイム・ダ

ービ一社公告）を計上し，同期のサイム・ダー

ビ一連結決算は同社マレーシア化以来初の赤字

( 6倦7620万リンギ。同社3月7日発表。 ilJVSJ,

Mar. 9, 1998）を記録したC 1996年下半期の連結

決算は4億6320万リンギの黒字（AWSλMar.10. 

1998), 97年6月末までの 1年間には8撞3580万

リンギの黒字（AW：γ，Mar.9, 199めだったから，

大変な落ち込みだった。サイム銀行赤字転落の

主困は18憶リンギの不良債権（うちタイ，イン

ドネシア企業への融資焦げ付き 4億リンギ）で司

同行の証券部門子会社サイム・セキュアリティ

ー（SimeSecuriti田 Sdn.Bhd.）も1998年6月ぶま

での1年間に6f意リンギの赤字が見込まれると

いう （AWS:J,Mar二 4,1998）。このため，サイム

・ダービ一本社はサイム銀行を有力マレ一人金

融家ラシド・フサイン（RashidHussain）に 8f；昔、

5224万リンギで売却し， lciJ行はラシド・フサイ

ン銀行（RHB日hd.）に吸収されることになった

(AW.SJ, Mar. 11, 1仰8）。サイム・ダービー社本体

0）支柱である農業部門は，オイル・パームの好

調さ（輸出がusドル建ての上， 199討if・に入って

価格も上好ーした）に支えられて黒字を維持して

いるが，タイ，インドネシアでの融資焦げ付き噌

銀行切り離しで，グループ全体の海外活動O）~

縮は避けられまL迎。

ブルジャヤは， 1996年12月311に上場子会社

のブルジャヤ・インダストリアル（BerjayaIn-

dustrial Bhd.以下， BIBと略す）株32%を新興

青年実業家リン・ヒー・リヨン（LingHee Leong, 

林希降？）に売却し， BIBはブルシャヤ系列か

ら離れた。同月27臼，蘇啓文が，プロメト株保

有分22%のうち17%をBIBに売却した （AWS!.
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Feb. 27, 1997/ Aliran Moηthly, 17(11), 1997, pp. 

27, 2針。 1）ンは華人与党・マレーシア華人公会

(MCA）の林良実（Dk.Seri Dr. Ling Liong Sik）委

員長（運輸相）の子息で，もう一つの政財癒着

と国内で議論を呼んだ （AliranMonthly, l 7(11), 

1997、pp.27,28九近年，マレ一人有力政治家の

産業界への関与は効力を発揮してきたが，華人

有力政治家の関与は余り多くなしあってもさ

ほど効果はなかったからである。

蘇は1997年2月末現在でもなおプロメトの理

事長（CEO兼 pr目 ident）だが，保有株はち%にす

ぎない （AWSJ,Feb. 27, 1997）。また，蘇の保有

する証券会社ハリム・セキュアリティー (Halim

Securities Sdn. Bhd.）は， 1998年3月lこ規制違

反でクアラルンプール証券取引所の痘接管理下

に置かれ，鯨の旗鑑企業ユニブェニクス（Urn-

phoenix Corporation Bhd.）株は取引停止となっ

たο 蘇は目下10億リンギ弱の潜入金を抱えてい

るという （AWS:f,Mar. 24, 1998）。プロメトが対

外活動を積極化する可能性は，当分なさそうだ。

ブルジャヤ・グループの証券業子会社フソレジ

ャヤ・ブルーデンシャル・アシュアランス（Ber-

Jaya Prudential Assurance Bhd.）は， 1998年 1

月，株式の51%をイギリスのブルーデンシャル

．コーポレーション（Prud日ntialCorporation) 

lこ纏られることになった。世界貿易機関（W1、OJ

条約でマレーシアが金融企業における外資51%

保有を認めた結巣ではあるが．ブルジャヤ・グ

ループの苦しい資金事情をも反映していたは

rvsy, Jan. 30-31. 1998）。マレーシア企業が外資

に費収されるという，いわば逆・逆投資である。

与党 UM!¥O系で，南北ハイウェイ（総工費

74億リンギ），ジョホール新都市造成（95fi'.：リン

ギ）など大規模公共事業を競争入札なしで独自
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的に落札（Alf官J,Jan. 19, 1998）して急成長し，

新経済政策と高度成長との象徴的存在だったル

ノン社（RenongBhd.）は， 1997年2月にフィリ

ピンのナショナル・スティール社（National

Steel Corporation.以下， NSCと略す）株87.5%

を8億usドル（約20億リンギ〔当時の為替レー

ト〕）で買収したが，その際ω銀行借入12億5000

万ペソ（約1億2000万リンギ〔当時の為替レート）。

ラブアン・オフショア・センター〔LabuanOff 

shore CentreJで国内4行から借り入れ）が返済不

能に陥っているうえ， NSCそのものも100億ぺ

ソの借入金返済に苦しんでいるという （AWSJ,

島far.19, 1998）。

圏内でルノンは，援気悪化に伴う緊縮財政の

余波で経営危機がささやかれており， 41億2000

万リンギの｛昔入金（ほとんどがむSドル建てだか

ら，現在〔1998年初）ではりンギに換算すればこれ

より20%ほど多くなっていよう）で進めているマ

レーシア・シンガポール間新高速道路．首都軽

便鉄道などの大事業は，当面収入が見込めない

(Aliran Monthふ18(1),1998, pp. 36-40）。窮余の

策として， 1997年11月，高速道路料金徴収など

で資金の比較的潤沢な子会社ユナイティド・エ

ンジニアリング干土（UnitedEngineering (Malay-

Sia〕Bhd.以下， UEMと略す）に株式の32.6%

を市価より12%ほどi倒産（3.24リンギ）で買い取

らせたが（他の主要株主は，ハリム・サァド〔TS.

Halim S，凶副会長2:'l%,UMNO系タイムズ・エ

ンジニアリング社［.TimesEngin巴eringHhd.) 21 

%），これは「33%以上を保有する場合は残余

株総てについて売却を一般公募しなければなら

ない」との企業取得規定（takeovercode）に違反

する疑いが強く，同内各方面からは「UEMの

犠牲によるルノン，ハリム（UぶM副会誌でもあ

る）救済だ」の批判を招き（両社の株価は半減し

た入外資委員会（FIC）は1998年1月，月2年以

内に残る全株主に同価格での購入を申し入れな

ければならないJ との通告を行った。実行する

には少なくとも161.意リンギが必要という（A時也、

], Nov. 19, 20, 25, 26, Dec. 8, 1997; Jan. 19, 1998）。

ルノンは他にも1997年初までにフィリピン，

インドネシア，南アフリカ，ウズベキスタン，

ベトナムなどで建設，金融事業に乗り出してい

fこ（KLSE1995, Book 3, 241; 1996, Book 2,247; 

1997, Book 2, 241）が，これ以上の海外進出は当

面不可能でや，むしろ撤退を迫られる可能性が高

L、。

以上のように海外進出継続には否定的な要素

が圧倒的だが，現況を肯定的に捉える見方もあ

る。中l過を海外活動の拠点とするライオン・ア

ムスティールの鍾括森は， 1997年12J-l，「リン

ギがusドルに対して40%下落し，人民元は逆
lこ3%J：がった。合わせれば，われわれの中国

からの収益は43%増えることになる」と述べて

L通るりおr,Dec. 18. 1997）。同社関連の在中企業

は，自動車，オートパイ，ビール，スーパー・

マーケットのいずれも国内市場向けがほとんど

だから，元高に伴う中国からの輸出価格上昇は

売上に影響せず，同国内の景気が持続する限り

好調を保つ，との読みだろう。読みどおりに進

めば，リンギ安はグループにとって追い風とな

るわけである。同様なことは，近隣諸国に展開

してusドル建て収入を得るオイル・パーム闘
についてもいえよう。ただ，総じて言えば，こ

うした強誌の見通しの持てる企業，分野は少な

し今後当面，海外進出は停滞を余儀なくされ

ると思われる。
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マレーシア企業の対外直接投資は1990年内lこ

入って本格化し， 90年代半ばには最も少なく見

積もっても囲内への資本流入の2割に達するほ

どの規模になった。景気急降下直前の1997年1

～9月には資本流出が流入を上凶ったとの統計ー

もある。業種は，金融企業による金融業へω投
資が最も多く（地減によっては，これは不良債権

の出現につながった人絶対舗では製造業への投

資も哨えている。金融（多くが持株会社）はシン

ガボール，寄港，避税J也（ケイマン島なと）など

が中心で，第三国への再進出の拠点の意味があ

るようだ。製造業の多いのは米英中3国で，中

出では建設業も目立ってきた。

インドネシア，フィリピンなど近隣諸国へω
進出では，農園経常，農産物加工なと＼土地・

労働力不足のためにマレーシア国内での発展に

号寄りのはられた業種が，柱になっているc 労｛動

力不足は近年の主要産業たる電機・電子産業で

も問題化しており（この分野でも外凶人労働省が

培えていt：.），ブルネイへの電機・電子l宅業企業

進出を十郎、た。政府の報告‘書にiム特定の企業

集団がそれぞれの1tt界戦略に基づいて谷地に生

産・販売拠点を築こうとしている，との指摘は

ないが， l'EJ内の生産継続上の随路が－－fillの分野

の海外移転を｛起し産業構造の転換を生み出しつ

つあることが，東出アジア諸国での活動から窺

える。

対外進出の主要14社について呉体的に見ると，

1980年代には間内の， 90年代には国外の事業拡

娠が中心だった。 IIiイギリス系企業は1970年：f¥:

後半から80年代初j蝋にかけて資本・経営がマレ
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ーシアイとされた後，一時期海外事業を縮小した

ところがかなりあった。他方マレーシア人の設

ウ；した r民族系」企業の対外進出は，発端こそ

1990年頃と遅かったが， 90年代に急速な拡大を

たどった3

業種別lこ見ると，サイム・ダービー，ゴール

デン・ホゥプ両社の農園事業，ランド＆ジェネ

ラルの木材伐採事業などは，圏内同種事業の先

行き不安を反映しており，産業構造転換に関わ

る。 OYLおよびブルジャヤ系トップク守ループ

社の空調関連事業，アンタァのプラスチック管

関連事業，ジョハン・ホゥルディングズの発’奄

• ;j(利関連事業などは，製造・販売企業を各地

に配置しており，国際戦略の存在を窺わせる。

多国籍企業，少なくとも多国籍企業への途上に

ある企業が出現したことは，否定でさまい。た

だし，在外事業赤字のグループもあり，収益性

の面ではまだ問題を抱えている。

こうした企業において，マレー資本・マレー

人経常者は華人資本・華人経営者とほぼ祐抗し

ており，実費的lこは完全なマレー企業もある。

リンギ下落と経済の全般的萎縮のなかで，在中

企業，農園企業など一部を除いて対外進出の後

退は避けられないが，華人企業のみが生き延び

てマレー企業が消滅することはあり得なl＞，，ま

た，いったん国内で過剰化した資本が再び国内

｛こ完全に立ち戻るニとも凶難だろう 「華人資

本のネットワーク Iii翁だけでなく，マレー資本

の国際化論，マレー資本・華人資本の国際的連

係論も，今後必涯になるだろう。
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